
公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名：坂出市水道事業会計

注  「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載。　

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の

　数値を記載している。

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

0

坂出市

既 存 計 画 と の 関 係

団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

計 画 策 定 責 任 者

公 表 の 方 法 等

坂出市水道事業　　坂出市長　　松浦　稔明

利益剰余金又は積立金（百万円）

(Ｈ18)83 (Ｈ18)4438

(Ｈ18)439

資金不足比率    （％）

(Ｈ18)93.0

(Ｈ18)0.871

事　　業　　名

事業開始年月日 昭和10年4月14日 地方公営企業法の適用・非適用

職員数※  (H19. 4. 1現在)

坂出市水道事業

□適　用　 □非適用

公営企業債現在高（百万円）

28名

0

計 画 期 間

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

内　　　容

計 画 名

別添２

(Ｈ19)19.9

基 本 方 針

区　　分

「大きな仕事をするための小さな市役所」達成を目指し、経費の縮減に
留意しながら、職員自らの的確な判断と創意工夫により、「最小の経費
で最大の効果」をあげるよう、効率的な行財政運営に努めます。

坂出市水道事業経営健全化計画

平成19年度～平成23年度

集中改革プラン   

議会への報告    ホームページ等



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補 償 金免 除額

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】
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19,192 19,192

19,19219,192

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

76,381

76,381

76,381

76,381

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

上水道

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 76,381

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

19,192

合　　　計　　　　 (B) 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 19,192

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

0

0

76,381

合　　計

旧 資 金 運 用 部 資 金
76繰上償還希望額

繰上償還希望額

76

14 14

繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

20公営企業金融公庫資金 20

旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 老朽化施設の更新

課 題 ② 料金水準の適正化

課 題 ③ アウトソーシング

課 題 ④ 職員の技術継承

課 題 ⑤ 職員の定員管理

留 意 事 項

経 営 課 題

内　　　　容

　配水量の約半分を浄水受水で、残り半分を自己浄水で給水を行ってい
ます。財政状況は、現在黒字の状況にあります。しかし、今後受水費の
大幅な値上げが予定されており、また、老朽化した配水管及び浄水場の
更新が急がれる状況にあり、今後、財政悪化が避けられない状況にあり
ます。

　水道水の需要は、平成5年をピークに減少しています。今後も少子高齢化が
進み、節水型の洗濯機・水洗トイレ等が普及することが予想されます。また、
たび重なる渇水により、事業体自らが市民に節水を喚起することによって、水
需要は、減少することとなり、財政的にも厳しくなると思われます。

　この20年間で、職員数を半数に削減を行ってきました。今後、業務の
内容分析し、検討を行います。

　団塊世代の退職が始まり、そして、水道局平均在籍年数が年々短く
なっている状況から、技術力の継承・過去のデータの整理(マッピング)
が重要となってきています。

　検針・漏水調査・漏水修繕・設計業務等を外部委託にて行っている
が、今後もさらに業務内容の見直しを実施し、民間へ委託できる業務に
ついて検討を行う。

　平成3年10月料金改定を行ったが、この16年間、人員削減等の企業努
力を重ね、財政状況を黒字で維持してきたが、今後、受水費の値上げ、
老朽施設更新の実施を行うなかで料金改定は、避けられない状況です。

　配水管・浄水場の更新に多大な費用・人材が必要



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． (A) 1,485 1,427 1,439 1,393 1,417 1,400 1,386 1,372 1,358 1,344

(1) 1,480 1,424 1,431 1,386 1,412 1,393 1,379 1,365 1,351 1,337

(2) (B) 5 3 8 7 5 7 7 7 7 7

(3)

２． 29 29 29 28 36 28 28 28 28 28

(1) 2 2 2 2 2

2 2 2 2 2

(2) 29 29 29 27 36 26 26 26 26 26

(C) 1,514 1,456 1,468 1,421 1,453 1,428 1,414 1,400 1,386 1,372

１． 1,287 1,238 1,211 1,185 1,212 1,249 1,252 1,236 1,248 1,232

(1) 399 397 279 255 233 261 253 228 229 203

173 160 137 129 112 114 114 114 114 114

73 97 18 11 23 58 50 25 26

153 140 124 115 98 89 89 89 89 89

(2) 664 611 690 687 727 718 724 728 734 739

43 39 36 35 34 40 41 41 42 42

71 52 110 105 149 54 54 54 54 54

23 18 29 29 19 18 18 18 18 18

527 502 515 518 525 606 611 615 620 625

(3) 224 230 242 243 252 270 275 280 285 290

２． 167 162 159 152 148 160 137 132 127 122

(1) 167 162 159 152 148 160 137 132 127 122

(2)

(D) 1,454 1,400 1,370 1,337 1,360 1,409 1,389 1,368 1,375 1,354

(C)-(D) (E) 60 56 98 84 93 19 25 32 11 18

(F)

(G) 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2

(F)-(G) (H) -1 -1 -1 -1 -1 -1 -2 -2 -2 -2

59 55 97 83 92 18 23 30 9 16

(I) 59 55 97 83 92 18 23 30 9 16

(J) 866 865 1,089 1,185 1,266 849 895 822 748 730

33 34 34 44 41 44 40 40 38 38

(K) 263 118 154 152 102 152 130 140 160 150

220 75 111 109 55 109 100 110 120 110

(L)
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 1480 1424 1431 1386 1412 1393 1379 1365 1351 1337

経 費

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

動 力 費

修 繕 費

）×100

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

営 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

経 常 損 益

そ の 他

う ち 未 払 金

基 本 給

材 料 費

そ の 他

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

流 動 負 債

）×100

((M)／(N)×100)資 金 不 足 比 率



（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． 380 380 130 230 250 100 150 200 200 200

２．

３．

４． 4 8 5 4 5 8 8 8 8 8

５．

６．

７．

８． 6 7 4 18 2 5 5 5 5 5

９．

(A) 390 395 139 252 257 113 163 213 213 213

(B)

(A)-(B) (C) 390 395 139 252 257 113 163 213 213 213

１． 447 461 214 415 433 345 320 480 480 390

29 30 25 20 21 27 27 27 27 27

２． 153 157 170 174 186 282 198 233 244 248

３．

４．

５． 7 5 5 8 11 3 3 3 3 3

(D) 607 623 389 597 630 630 521 716 727 641

 (D)-(C) (E) 217 228 250 345 373 517 358 503 514 428

１． 270 296 332 340 393 273 285 290 295 300

２．

３．

４． 550 679 853 1,038 1,144 846 743 800 712 613

(F) 820 975 1,185 1,378 1,537 1,119 1,028 1,090 1,007 913

-603 -747 -935 -1,033 -1,164 -602 -670 -587 -493 -485

143 202 258 355 439 457 480 510 519 535

　　 4136 4358 4318 4374 4438 4351 4303 4270 4225 4176

4136 4358 4318 4374 4438 4351 4303 4270 4225 4176

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

1 2 2 2 2 2

1 2 2 2 2 2

4 8 5 4 5 8 8 8 8 8

4 8 5 4 5 8 8 8 8 8

う ち 料 金 収 入 に 計 上 す べ き 繰 入 等

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

建 設 改 良 費
資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

計

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

他 会 計 借 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

純 計



（３）経営指標等

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

資金不足比率 (％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

料金回収率※ (％) 103.0 102.1 105.3 105.3 104.9 99.9 98.9 99.0 98.9 98.9

総収支比率（法適用） (％) 104.1 103.9 107.1 106.2 106.8 101.3 101.7 102.3 100.7 101.3

経常収支比率（法適用） (％) 104.1 104.0 107.2 106.3 106.8 101.3 101.8 102.3 100.8 101.3

営業収支比率（法適用） (％) 116.0 115.6 119.2 119.1 117.7 112.8 111.4 111.7 109.5 110.0

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

うち基準内繰入金 (％) 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

うち基準外繰入金 (％)
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 1.0 2.0 3.6 1.6 1.9 7.1 4.9 3.8 3.8 3.8

うち基準内繰入金 (％) 1.0 2.0 3.6 1.6 1.9 7.1 4.9 3.8 3.8 3.8

うち基準外繰入金 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

資本的収入分

収益的収入分

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率



（４）収支見通し策定の前提条件

４　その他収支見通し策定に当たって
　　前提としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等に
　　よる収入の見込み

条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見
　　込み

料金改定を行わず将来見込みを作成しました。料金改定は、7、8年以内には、必要と思われます。
料金収入については、配水量は、平成5年をピークに減少しており、今後も減少する見込みから、減収見込み。

消火栓に関する繰入金のみであり、今後も同様であると考えられます。

　老朽化した、浄水施設、配水施設の大規模な更新に多大な費用が必要であります。そのことから、料金改定を前提とした、財政計
画を策定することが、急がれます。ただ、水道料金の値上げは、社会情勢等から難しい状況にあります。

　受水費の値上による費用増については、時期・値上げ率が、流動的であることから、策定には含めていない。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）



Ⅳ　経営健全化に関する施策

受水量の削減について、平成１４年度１４，５００㎥／日を、平成１５年度１４，２００㎥／日、平成１５年度１３，５００㎥／日に減らし受水費の削減を
行った

課題⑤
平成元年度５６名いた職員数を平成18年3月現在28名に削減。集中改革プランに基づき２８名を維持。

国家公務員の給与構造改革に準じて、平均4.8％給与水準の引き下げや査定昇給制度の導入を柱とした給与構造の抜本的改革を平成19年4月よ
り実施
特勤手当について、業務手当については、平成１９年７月で全廃、他の特殊勤務手当については、今後、月額から日額への変更を検討するなど、
廃止を含めた見直しを積極的に進めていく。

該当職員なし

平成19年4月より、退職時特昇は廃止。

平成15年度より段階的に市職員共済会に対する補助金を給付事業・厚生事業のみに充て、掛け金と1：1の割合で負担することとした。

課題③
現在、検針業務・漏水調査業務・宿日直業務・設計業務を外部委託で行っています。今後、他の業務の外部委託等は、未定です。

項　　　　目 具　体　的　内　容

１　行革推進法を上回る職員数の純減や
    人件費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

◇　国家公務員の給与構造改革
    を踏まえた給与構造の見直
    し、地域手当のあり方

◇　技能労務職員に相当する職
    種に従事する職員等の給与
    のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあ
    り方

◇　福利厚生事業のあり方

２　物件費の削減、指定管理者制度の活
    用等民間委託の推進やＰＦＩの活用
    等

○　維持管理費等の縮減その他経営
    効率化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委
    託の推進やＰＦＩの活用



Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき）

　決算状況・上半期業務状況を市の広報紙に掲載

課題②
料金改定から１６年間企業努力を重ね、財政状況は黒字を維持していますが、今後、受水費の値上げ、老朽施設の更新によって財政状況は、悪
化することが予想され、料金値上げが避けられないと思われます。しかし、近隣団体との料金水準は、高い状況にあります。

具　体　的　内　容

○　経営健全化や財務状況に関する
    情報公開

４　経営健全化や財務状況に関する情報
    公開の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入

５　その他
課題①浄水場・配水管の老朽化が進む一方、更新が遅れている現状にあります。早急・大規模な更新工事が必要です。
課題④水道局平均在籍期間が短かく、技術力の継承が困難な状況にあることから、今後、知識、技術力を持ったの職員の育成が急がれます。

３　コスト等に見合った適正な料金水準
    への引上げ、売却可能資産の処分等
    による歳入の確保

○　料金水準が著しく低い団体にあ
    っては、コスト等に見合った適
    正な料金水準への引き上げに向
    けた取組

項　　　　目



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

課　題

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　経営効率化や料金適正化による繰越欠損金の解消等

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等

４　その他

取　組　み　及　び　目　標

課題⑤　平成１４年から平成１８年度末にかけて職員数４４名から２８名に削減、平成１５年度から３ヵ年で鴨川浄水場管理業務を、職員８名から嘱託員８名に
変更しまた。当面は、現在の職員数を確保の予定。(なお、各年度職員数については、３月３１日現在とする。)
平成１９年４月１日から給与構造改革を実施し、平均4.8％給与水準の引き下げを行い、人件費の抑制を実施している。



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（１）水道事業
　　①　年度別目標 （単位：百万円、％）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）
（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

 改善額（料金の適正化）※１

 改 善 額

 改 善 額（負担金の確保等）

 改 善 額（収入増額）

 改 善 額

355 330 286 264 231 230 230 230 230 230

26 70 92 125 313 1.11 2.16 3.16 4.16 5.16 15.75

231 230 230 230 230 230

 改 善 額 1 2 3 4 5 15

0.162 0.05

 改 善 額 0.11 0.16 0.16 0.16 0.16 0.75

73 97 18 11 23 58 50 25 26 0

44 38 35 28 28 28 28 28 28 28

-6 -3 -4

379 372 348 348 348

 改 善 額（適正化） 7 31 31 31 100

 改 善 額（縮減額）

 改 善 額

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4,136 4,358 4,318 4,374 4,438 4,351 4,303 4,270 4,225 4,176

228 222 -40 56 64 -87 -48 -33 -45 -49

　 413 15.75

13.99

②　経営状況
平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度 平成○年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）
（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

 給水人口　　　　　（千人） 60,064 59,671 59,233 58,863 58,512 58,516 58,211 57,908 57,606 57,306

 年間総有収水量　　（千㎥） 7,972,343 7,694,928 7,731,724 7,506,022 7,616,029 7,363,655 7,389,556 7,312,304 7,265,044 7,217,813

 公称施設能力　　（㎥／日） 45,235 45,235 45,235 45,235 45,235 45,235 45,235 45,235 45,235 45,235

 １日最大配水量　（㎥／日） 29,664 29,579 30,729 28,422 29,235 30,800 30,800 30,800 30,800 30,800

 最大稼働率　　　　（％） 65.6 65.3 67.9 62.8 64.6 68.1 68.1 68.1 68.1 68.1

 供給単価　　　　（円／㎥） 186 185 185 185 185 185 169 169 183 174

 給水原価　　　　（円／㎥） 181 181 176 175 177 186 176 176 189 190

③　簡易水道事業の統合に係る基本方針

平成21年度末を目標に統合に向け事務作業を進める予定。

　職員給与費（退職手当）

その他（　　　　　　）

工事コスト※２

維持管理費等(受水費)

　

　改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

計画前５年間改善額　合計

一般会計負担金の額

計画合計目標又は実績

職員給与費の適正化

【経費の削減】

　職員給与費（退職手当以外）

 改 善 額

資産の有効活用

その他（　　　　　　）

未収金の徴収対策

料金改定率

課　題

1

企業債現在高

累積欠損金比率

増　減

増　減

給与水準

その他（水道事業手当）

職員数             (人)

 増 減 数          (人)


